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都市自治体を取り巻く環境は、人口減少や少子高

齢化の急速な進展に伴なう厳しい財政状況に加え、

これまでの長引く景気低迷による地域経済の疲弊な

ど深刻な事態に至っている。 
 
また、東日本大震災が我が国経済に与えた影響も

計り知れず、雇用創出などの観点から地域の活性化

を図ることが、都市自治体にとって重要な課題とな

っている。 
 
それぞれの地域が有している農業・商業・観光な

ど固有の地域資源を地域活性化にどう活用し、どう

展開するかが、今、都市自治体に求められている。 


